
「やまなし子ども・子育て支援プラン（仮称）」（素案）の概要

【性格】

・子ども・子育て支援法第62条第1項に基づく法定計画

・次世代育成支援対策推進法第9条に基づく計画

【期間】

・平成２７年度～平成３１年度（５か年）

【体制・進行管理】

・行政、企業、学校、ＮＰＯ、民間団体、地域住民等が一体となり推進

・県は、国や市町村と役割分担を行いながら全庁的に推進

・毎年度、事業の進捗状況を点検評価し、山梨県子ども・子育て会議に

報告
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１ 地域における子育ての支援
・子育て支援団体等のネットワーク強化

・家庭訪問型の子育て支援や情報提供促進による孤立感、不

安感の解消

・医療費助成や奨学金などによる経済的負担の軽減 等

２ 幼児期の教育・保育の充実
・多様なニーズに対応する認定こども園、幼稚園、保育所に

おける一時預かりや病児保育などの取り組みへの支援

・幼稚園教諭、保育士、保育教諭の相互交流、合同研修、情

報交換等による教育・保育の質の向上 等

３ 親と子の健康の確保及び増進
・産前産後から乳幼児における切れ目のない支援の実施

・不妊治療への支援、小児医療体制の確保

・10代の健康づくりのための意識啓発、食育の推進 等

４ 子どもたちを取り巻く教育環境の充実
・職業人としての自立を促すキャリア教育の推進

・幅広い年齢層や異なる環境の子どもたち同士の交流促進

・子育ての大切さなどの啓発による次代の親の育成 等

５ 仕事と子育てを両立するための支援
・企業の意識啓発、育児休業等両立支援制度の定着

・男女双方が育児等に関わる重要性の啓発 等

６ 支援を必要とする子どもたちへのきめ細かな取り組み

・乳児家庭全戸訪問などで家庭の養育環境の把握と助言活

動を行うことによる児童虐待の予防、早期発見の推進

・児童養護施設等で育った子どもの退所後の就労面や生活

面のアフターケア体制整備の支援

・ひとり親家庭における子どもや障害のある子どもの健や

かな成長を保障するための必要な支援 等

７ 子育てを安全安心にできる環境づくり
・子どもの見守りなど地域ぐるみの防犯活動を支援

・子どもの年齢や発達に応じた交通安全教育の推進 等

８ 結婚の支援
・結婚を希望する男女に対して結婚に役立つ情報の提供

・希望に合った相手にめぐり会えるよう出会いの機会の提供

等

子どもと子育てを

社会全体で応援する視点

１ 認定こども園、幼稚園、保育所、小規模保育事業等の利用ニーズを調査により把握し、ニーズに対応した

サービスを提供する区域を、市町村を単位として設定

２ 既存の幼稚園、保育所の認定こども園への移行希望を計画に反映

３ その他、施設の透明性を高め、質の向上を促していくため、教育・保育施設の名称、所在地、運営情報を公表

◆やまなし子育て支援プラン後期計画

（H22～26年度）

・次世代育成支援対策推進法に基づき３２項目

の数値目標を掲げ次世代育成支援対策を推進

◆総合評価

・７つの施策２７８事業のほとんどが目標達成

・今後も、子ども、保護者、子どもを持ちたいと

願う人に対し、社会全体で支援することが必要

・計画に、より実効性を持たせるため、子どもや

保護者に直接働きかける事業等に注力

◆少子化の進行

・合計特殊出生率の低下

本県 H2：1.62→H25：1.44

・出生数の低下

本県 H2：9,712人→H25：6,198人

◆少子化の要因

・未婚化・晩婚化の進行

本県の25～44歳の未婚率は男女とも上昇

本県の平均初婚年齢も年々上昇

・夫婦の平均出生児数の減少

全国 H9：2.21人→H22：1.96人

◆小学生以下の母親の就労形態が多様化

正社員・自営３割、パート等４割、無職３割

◆就業していた母親の６割が出産を機に離職

離職者のうち６割が就労継続を希望

◆未就学児のいる家庭の夫の家事育児参加は低調

共働き家庭、専業主婦家庭の平均的な夫の

家事育児時間はそれぞれ妻の1/5、1/7

具体的な施策

利用希望に応じた教育・保育の提供体制確保方策（子ども・子育て支援法に基づく主な記載事項）
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少子化の動向

やまなし子育て支援プラン後期計画の評価

本県の子育て家庭を取り巻く状況

すべての子どもの成長

に関する視点

子育て世代

に関する視点
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①ニーズ量の見込み

②確保方策
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